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１．はじめに

2010年代に入って、先進各国における少子高

齢化はいよいよ本格的な局面を迎え、日本はその

先頭を切って超高齢化時代を迎える。経済関係の

予測は当てにならないとされるが、人口動態の予

測は例外であり、50年くらい先までなら、かな

りの精度で人口構成を予測することができる。最

新の高齢社会白書によると、15年時点での日本

の総人口は１億2,700万人、総人口に占める65歳

以上の高齢者の比率は26.7％であったが、50年

には人口が9,700万人程度まで減少する一方、高

齢者比率は38.8％まで上昇するという予測が示

されている（内閣府［2015］）。つまり今後30年

ほどの間に、わが国の人口は間違いなく１／４近

く減少するのであり、同時に65歳以上の人口は

４人に１人から2.5人に１人へと上昇する。これ

は日本の後を追って、深刻な少子高齢化時代を迎
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